
　

平
成
28
年
度
の
真
庭
市
の

決
算
が
9
月
議
会
で
認
定
さ

れ
ま
し
た
の
で
、そ
の
概
要
を

掲
載
し
ま
す
。 

真
庭
市
の
決

算
を
真
庭
市
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー

﹁
ま
に
ぞ
う
﹂と
一
緒
に
チ
ェ

ッ
ク
し
て
み
ま
し
ょ
う
。

決れ掲算
﹁
まッ 決れ掲

真庭市キャラクター「まにぞう」

源
財
存
依

 

72
・
5
％

源
財
主
自

 

27
・
5
％

市税
50億9,343万円（15.3%）

諸収入・財産収入・寄付金
9億4,245万円（2.8%）

繰越金・繰入金
23億6,567万円（7.1%）

使用料・負担金など
7億6,241万円（2.3%）

国庫支出金
24億2,934万円（7.3%）

市債
44億2,402万円（13.3%）

地方交付税
144億5,869万円（43.4%）

地方譲与税など
12億3,532万円（3.7%）

県支出金
16億677万円（4.8%）

うち合併特例措置としての
上乗せ分の地方交付税
15億4,429万円

（　）内は構成比

市民税 20億4,935万円
うち個人市民税 15億8,988万円
うち法人市民税 4億5,947万円
固定資産税 25億3,763万円
軽自動車税 1億8,000万円
市町村たばこ税 2億9,486万円
鉱産税 63万円
入湯税 3,096万円

市税の内訳

市債

源
財
存
依

72
・
5
％

地方交付税
144億5,869万円（43.4%）

市債
44億2,402万円（13.3%）

地方交付税

依存財源
241億5,414万円

うち合併特例措置としての
上乗せ分の地方交付税

源
財
主
自

27
・
5
％

市税
50億9,343万円（15.3%）

乗 分 地方交付税
15億4,429万円

自主財源
91億6,396万円
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ま
ず
は
一
般
会
計
か
ら
見
て
み
よ
う
。
一
般
会

計
は
、教
育
や
福
祉
、土
木
と
い
っ
た
行
政
サ
ー
ビ
ス

の
経
費
を
賄
う
た
め
の
会
計
な
ん
だ
。
歳
入
の
総

額
は
３
３
３
億
１
８
１
０
万
円
で
、
歳
出
の
総
額

は
３
１
９
億
８
４
７
５
万
円
。
差
し
引
き
す
る
と
、

　

億
３
３
３
５
万
円
だ
け
ど
、こ
の
中
に
は
翌
年
度

１３に
繰
り
越
す
事
業
の
財
源
も
含
ま
れ
て
い
て
、
実
質

収
支
は　

億
７
３
０
７
万
円
の
黒
字
な
ん
だ
よ
。

１２

 一 
般
会
計



一般会計

費
経
的
務
義

他
の
そ

費
経
的
費
消

人件費
58億2,148万円（18.2%）

扶助費
33億750万円（10.3%）

公債費
39億9,250万円（12.5%）

物件費
38億2,387万円（12.0%）

補助費など
19億2,818万円（6.0%）

維持補修費
7億280万円（2.2%）

普通建設事業・災害復旧費
56億6,726万円（17.7%）

繰出金・積立金・貸付金
67億4,116万円（21.1%）

うち特別会計への繰出金
34億741万円

費
経
的
資
投

総務費  56億5,412万円（17.7%）

議会費
2億1,613万円（0.7%）

民生費  82億7,398万円（25.8%）

衛生費  31億2,193万円（9.8%）

農林水産業費  16億5,697万円（5.2%）

土木費  29億4,064万円（9.2%）

教育費  39億6,900万円（12.4%）

公債費  39億9,250円（12.5%）

商工費
10億3,396万円（3.2%）

災害復旧費
4,314万円（0.1%）

消防費
10億8,238万円（3.4%）

（性質別）（目的別）

（　）内は構成比（　）内は構成比

うち公営企業会計への補助金
4億7,742万円
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歳
出
を「
性
質
別
」と「
目
的
別
」の
２
種
類
で
見
て
み
よ
う
。「
性
質
別
」は
、人
件

費
な
ど
の
義
務
的
な
支
出
な
の
か
、
公
共
事
業
な
ど
将
来
の
た
め
に
投
資
す
る
支

出
な
の
か
と
い
っ
た
性
質
ご
と
の
分
類
に
な
っ
て
い
る
ん
だ
。「
目
的
別
」
は
、
市

が
ど
ん
な
行
政
目
的
の
た
め
に
ど
れ
く
ら
い
の
支
出
を
す
る
の
か
と
い
っ
た
分
類

に
な
っ
て
い
る
ん
だ
よ
。



特別会計

Maniwa ０４

　

特
別
会
計
は
、
特
定
の
歳
入
（
保
険

料
や
使
用
料
な
ど
）
で
行
う
事
業
の
会

計
で
、
一
般
会
計
と
は
区
別
さ
れ
て
い

る
ん
だ
。
平
成　

年
度
の
特
別
会
計
は

２８

　

あ
っ
て
、
歳
入
の
合
計
は
１
６
３
億

１１６
７
１
４
万
円
、
歳
出
の
合
計
は
１
５

６
億
５
０
９
１
万
円
だ
っ
た
ん
だ
。

   
特
別
会
計

樫西上簡易水樫西上簡易水道道 津黒高原津黒高原荘荘

落合浄化センタ落合浄化センターー クリエイト菅クリエイト菅谷谷

特別会計の決算額一覧

うち基準外
繰入

歳入に
占める
割　合

繰入金差引額歳出額歳入額会計名

０円６．９％４億３，０２３万円３億４，１１３万円５９億５３５万円６２億４，６４８万円国民健康保険事業

０円３８．０％２億７，１５０万円９５万円７億１，４０４万円７億１，４９９万円後期高齢者医療

０円１５．０％８億８，９８３万円２億４０３万円５７億３，５６３万円５９億３，９６６万円介護保険事業

０円４４．３％２，０２８万円３２６万円４，２４９万円４，５７５万円介護保険事業
（介護サービス事業）

３，８０９万円４２．０％４億１，２５０万円１，１０４万円９億７，０４７万円９億８，１５１万円簡易水道事業

３億６０３万円５７．８％９億２，７１０万円７，５２１万円１５億２，８７７万円１６億３９８万円公共下水道事業

１億５，５２７万円６２．２％３億３，８５０万円５，９１０万円４億８，５０３万円５億４，４１３万円農業集落排水事業

５，０７２万円６８．３％８，１７０万円１３１万円１億１，８３９万円１億１，９７０万円浄化槽事業

２，９３０万円９９．４％２，９３０万円１０万円２，９３８万円２，９４８万円津黒高原観光事業

６４７万円１００％６４７万円０円６４７万円６４７万円クリエイト菅谷事業

０円０％０円２，００９万円１億１，４８９万円１億３，４９８万円温泉事業

５億８，５８８万円２０．８％３４億７４１万円７億１，６２２万円１５６億５，０９１万円１６３億６，７１３万円合計

▲
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
金

実
質
的
な
赤
字
補
て
ん
も

　

特
別
会
計
に
は
一
般
会
計
か
ら

の
繰
出
金
が
「
繰
入
金
」
と
し
て

入
っ
て
い
る
よ
。

　

公
共
下
水
道
事
業
の
場
合
、
下

水
管
の
埋
設
や
処
理
場
の
建
設
な

ど
で
た
く
さ
ん
の
費
用
が
掛
か
っ
て

い
る
上
に
、
雨
水
の
処
理
費
用
と
い

っ 
た
経
費
も
発
生
し
て
い
る
ん
だ
。

　

繰
入
金
は
、
こ
う
い
っ
た
加
入

者
や
利
用
者
の
負
担
だ
け
で
は
賄

い
き
れ
な
い
部
分
を
補
う
も
の
で
、

国
が
そ
の
基
準
を
示
し
て
い
る
ん

だ
。
だ
か
ら
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
を

維
持
し
て
い
く
た
め
に
は
あ
る
程

度
は
や
む
を
得
な
い
支
出
な
ん
だ

よ
。
で
も
、
国
の
基
準
を
超
え
て

繰
り
出
す
と
、
そ
の
部
分
は
実

質
的
な
赤
字
補
て
ん
に
な
っ

ち
ゃ
う
ん
だ
。



公営企業会計

 ０５Maniwa

水道事業会計

収益的収支（水道料などでの収支）

７億５，８４１万円水道事業収益

５億９，４５２万円水道事業費用

１億６，３８９万円差引額

資本的収支（施設建設などの収支）

５億３，４３４万円資本的収入

１１億２，０２７万円資本的支出

△５億８，５９３万円差引額

１億２７２万円補助金

７.９％歳入に占める割合

落合･久世･勝山地区で行われて落合･久世･勝山地区で行われていい
る上水道事業。る上水道事業。９，７８６９，７８６戸に対し、戸に対し、年年
間間２，６３９，２１５２，６３９，２１５㎥を配水㎥を配水。。

３億７１６万円補助金

２０．６％歳入に占める割合

病床数は病床数は１０５１０５床で、平成床で、平成２８２８年度の年間患年度の年間患者者
数は入院・外来合わせて数は入院・外来合わせて６４，９３６６４，９３６人人。。

農業共済事業会計

収益的収支（共済事業）

２億５，９５７万円共済事業収益

２億５，８２６万円共済事業費用

１３１万円差引額

資本的収支（施設建設などの収支）

０円資本的収入

０円資本的支出

０円差引額

６，７５４万円補助金

２６．０％歳入に占める割合

水稲共済加入者は水稲共済加入者は３，２２６３，２２６人で加人で加入入
面積は面積は１，７１７１，７１７㌶。家畜引受頭数㌶。家畜引受頭数はは
８，８９８８，８９８頭頭。。

湯原温泉病院事業会計

収益的収支（経常収支）

１４億６５万円病院事業収益

１４億７，６５２万円病院事業費用

△７，５８７万円差引額

資本的収支（施設建設などの収支）

９，００３万円資本的収入

１億５，３６１万円資本的支出

△６，３５８万円差引額

　

公
営
企
業
会
計
は
、
収
益
が
認
め
ら

れ
て
い
る
事
業
の
会
計
。
日
々
の
営
業

活
動
に
必
要
な
経
費
「
収
益
的
収
支
」

と
施
設
の
改
良
な
ど
に
必
要
な
経
費

「
資
本
的
収
支
」
に
分
け
て
経
理
す
る

こ
と
と
な
っ
て
い
る
ん
だ
。
平
成　

年
２８

度
の
真
庭
市
企
業
会
計
は
、
水
道
事
業

会
計
、
湯
原
温
泉
病
院
事
業
会
計
、
農

業
共
済
事
業
会
計
の
３
つ
だ
よ
。

　

公
営
企
業
会
計
に
も
一
般
会
計
か

ら
「
補
助
金
」
と
し
て
お
金
が
入
っ
て

き
て
い
る
ん
だ
。

   
公
営
企
業

会
計



決算状況の推移
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その他…積立金、繰出金など
投資的経費…普通建設事業費、災害復旧事業費

消費的経費…物件費、維持補修費など
義務的経費…人件費、扶助費、公債費
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52

42

136

65

73

45

137

67

141

72

92

40

55
53

61

134

51

60

73

130

63

50

66

132

51

38

67

137

56

43

63

136

313億309億
326億328億

303億

331億
351億

101
7975

8279

86

97

89

238 234234244249
217234

262
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25

322億

77

245

158

(億円)

(億円)

自主財源…市税、負担金、使用料、寄付金など

320億

25

59

54

62

132

307億
298億293億

311億314億

290億

319億
336億

(年度)

(年度)

依存財源…地方譲与税、地方交付税、国庫支出金、県支出金など
…点線内は依存財源のうち地方交付税が占める額

26 27

26 27

155 150

262 248

75
84

337億 333億

133 129

62

70

59
69

56

60

324億
314億

28

※金額は決算統計数値

144

241

92

333億

※金額は決算統計数値

28

131

67

57

64

319億

歳出

歳入

　

下
に
あ
る
の
は
平
成　

年
１７

度
か
ら
平
成　

年
度
ま
で
の

２８

一
般
会
計
の
決
算
状
況
を
グ

ラ
フ
に
し
た
も
の
だ
よ
。
歳
入

の
自
主
財
源
と
依
存
財
源
を

色
分
け
す
る
と
、
全
体
の
７
割

以
上
を
依
存
財
源
に
頼
っ
て

い
る
状
況
が
よ
く
分
か
る
ね
。

　　

歳
出
の
内
訳
は
、
義
務
的
経

費
の
割
合
が
多
い
よ
ね
。
義
務

的
経
費
っ
て
い
う
の
は
、
人
件

費
や
扶
助
費
な
ど
の
、
ど
う
し

て
も
支
出
し
な
く
ち
ゃ
い
け

な
い
お
金
な
ん
だ
。
義
務
的
経

費
の
割
合
が
減
っ
て
く
る
と
、

「
柔
軟
な
財
政
」
っ
て
い
う
こ

こ
と
に
な
る
ら
し
い
ん
だ
け

ど
…
。

Maniwa ０６



財政指標

H27 H289.2 8.8 H27 H280.310 0.307
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自
治
体
の
財
政
状
況
を
分
析
す
る
た
め
の
指
数
が
財
政
指
標
。
左
の

図
と
グ
ラ
フ
は
平
成　

年
度
と
平
成　

年
度
の
数
値
の
比
較
と
、
平
成

２７

２８

　

年
度
か
ら
の
推
移
な
ん
だ
。「
将
来
負
担
比
率
」
が
低
く
て
、
将
来
に

１７借
金
を
残
さ
な
い
よ
う
気
を
付
け
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
ね
。

監
査
委
員
さ
ん
に
聴
い
て
み
ま
し
た

 「
ど
う
な
の
？ 
真
庭
市
の
財
政
」

　

歳
入
の
大
部
分
を
地
方
交
付
税
に
頼
っ
て
い
る
真
庭
市
で

は
、
交
付
税
に
上
乗
せ
さ
れ
て
い
る
合
併
特
例
措
置
部
分
の

縮
減
が
財
政
指
数
の
悪
化
に
直
結
し
か
ね
ま
せ
ん
。
平
成　
３２

年
ま
で
縮
減
は
続
き
、
財
政
状
況
が
厳
し
く
な
っ
て
い
く
こ

と
が
想
定
さ
れ
ま
す
。

　

自
主
財
源
を
確
保
す
る
た
め
、
債
権
回
収
対
策
課
な
ど
が

滞
納
整
理
の
取
り
組
み
を
強
化
し
て
い
て
、
滞
納
繰
越
額
が

減
少
し
、
収
納
率
向
上
の
効
果
が
出
て
き
て
い
ま
す
。
引
き

続
き
未
収
金
全
般
で
の
収
納
対
策
の
強
化
に
努
め
て
い
た
だ

き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

ま
た
、
歳
入
を
増
や
す
だ
け
で
な
く
、
無
駄
を
省
い
た
り
、

知
恵
を
絞
っ
て
、
さ
ら
な
る
工
夫
や
節
約
に
よ
り
経
費
削
減

の
努
力
を
続
け
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

真
庭
市
財
政
に
つ
い
て
、
真
庭
市
の
監
査
委
員
を
務
め

て
い
る
近
藤 

幸
さ
ん
に
お
話
を
聞
き
ま
し
た
。

努
力
と
工
夫
の
継
続
を

監査委員　近藤 幸さん

実質公債費比率 改善

借金返済の負担が大きすぎないかをチェックす
る数値。市税や地方交付税のような収入に対す
る、公債費（借金返済額）の割合を表したもの。数
値が小さいほど負担が軽いことになり、２５以下で
あれば財政状況は健全であるといわれています。

財政力指数 悪化

文字どおり財政力を示す数値で、毎年の行政活
動に必要なお金をどのくらい自治体が自力で調
達できるかを表したもの。数値が大きいほど自
主財源の割合が高く、財政力が強い自治体とい
うことになります。

将来負担比率 改善 経常収支比率 悪化

市税や地方交付税のような使い道が自由な収入
に対する、人件費や扶助費、公債費といった必
ず支出しなければならない経費の割合。数値が
小さいほど財政に弾力性がある自治体というこ
とになります。

市の財政規模の何倍あるのかを表したもの。数値が高
くなるほど、今後の財政運営が圧迫される可能性が
高くなります。３.５以下であれば健全な財政といえます。
充当可能な財源（貯金）が借りた借金や将来支払う
必要があるものを上回ったので、H２８ は「−」と表示。
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